
 

令和７年度  

 

当初予算事項別明細書 

 

 

串間市下水道事業  





（収益的収入及び支出）

収　　入

款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

１　下水道事業収益 158,974

１　営業収益 48,240

１　下水道等使用料 47,100

２　雨水処理負担金 1,082

３　その他の営業収益 58

２　営業外収益 110,734

１　受取利息及び配当金 1

２　補助金及び負担金 69,327

３　長期前受金戻入 39,585

４　資本費繰入収益 1,600

５　雑収益 221

支　　出

款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

１　下水道事業費用 157,374

１　営業費用 146,306

１　管渠費 1,260

２　ポンプ場費 3,468

３　処理場費 36,069

４　総係費 29,893

令和７年度　串間市下水道事業会計予算実施計画
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款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

５　減価償却費 75,193

６　資産減耗費 423

２　営業外費用 10,068

１　支払利息及び企業債取扱諸費 8,783

２　消費税及び地方消費税 1,285

３　予備費 1,000

１　予備費 1,000
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(資本的収入及び支出）

収　　入

款 項 目 予 定 額（千円） 備     考

１　資本的収入 43,930

１　他会計出資金 40,470

１　他会計出資金 40,470

２　他会計借入金 1,860

１　建設改良借入金 1,860

３　補助金及び負担金 1,600

１　他会計補助金 1,600

支　　出

款 項 目 予 定 額（千円） 備            考

１　資本的支出 79,538

１　建設改良費 16,444

１　下水道改良費 16,444

２　企業債償還金 62,594

１　企業債償還金 62,594

３　予備費 500

１　予備費 500
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(収益的収入及び支出）

収      入

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１　下水道事業収益 158,974

１　営業収益 48,240

１　下水道等使用料 47,100

１　下水道料金 47,100

２　雨水処理負担金 1,082

１　雨水処理負担金 1,082

３　その他の営業収益 58

１　手数料 58

２　営業外収益 110,734

１　受取利息及び配当金 1

１　預金利息 1

２　補助金及び負担金 69,327

１　他会計基準外補助金 24,785

２　他会計基準内補助金 43,642

３　国庫補助金 900

３　長期前受金戻入 39,585

１　国庫補助金 34,902

２　県補助金 2,744

３　工事負担金 1,706

４　受贈 233

令和７年度　串間市下水道事業会計予算実施計画明細書

款　　　　　項
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目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

４　資本費繰入収益 1,600

１　資本費繰入収益 1,600

５　雑収益 221

１　その他雑収益 221

款　　　　　項
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支      出

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１　下水道事業費用 157,374

１　営業費用 146,306

１　管渠費 1,260

１　委託料 246

２　修繕費 1,000

３　保険料 14

２　ポンプ場費 3,468

１　通信運搬費 389

２　委託料 1,288

３　賃借料 7

４　修繕費 500

５　動力費 1,284

３　処理場費 36,069

１　光熱水費 175

２　通信運搬費 66

３　委託料 23,844

４　手数料 45

５　修繕費 1,290

６　動力費 10,583

７　保険料 66

款　　　　　項
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目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考款　　　　　項

４　総係費 29,893

１　給料 9,760

２　手当 4,138

３　賞与引当金繰入額 1,126

４　法定福利費 2,702

５　法定福利費引当金繰入額 242

６　旅費 69

７　備消品費 260

８　燃料費 31

９　光熱水費 493

10　通信運搬費 66

11　委託料 2,335

12　手数料 51

13　賃借料 919

14　修繕費 100

15　研修費 83

16　負担金 7,467

17　保険料 29

18　公課費 5

19　雑費 6

20　貸倒引当金繰入額 11
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目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考款　　　　　項

５　減価償却費 75,193

１　有形固定資産減価償却費 75,193

６　資産減耗費 423

１　固定資産除却費 423

２　営業外費用 10,068

１　支払利息及び企業債取扱諸費 8,783

１　企業債利息 8,783

２　消費税及び地方消費税 1,285

１　消費税及び地方消費税 1,285

３　予備費 1,000

１　予備費 1,000

１　予備費 1,000
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(資本的収入及び支出）

収      入

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１　資本的収入 43,930

１　他会計出資金 40,470

１　他会計出資金 40,470

１　負担区分外出資金 40,470

２　他会計借入金 1,860

１　建設改良借入金 1,860

１　建設改良借入金 1,860

３　補助金及び負担金 1,600

１　他会計補助金 1,600

１　他会計補助金 1,600

款　　　　　項
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(資本的収入及び支出）

支      出

目 節 予 定 額（千円） 備　　　　　　考

１　資本的支出 79,538

１　建設改良費 16,444

１　下水道改良費 16,444

１　委託料 4,410

２　工事請負費 12,034

２　企業債償還金 62,594

１　企業債償還金 62,594

１　企業債償還金 62,594

３　予備費 500

１　予備費 500

１　予備費 500

款　　　　　項

10



１．総　括

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 法定福利費 合 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(  1  )
損益勘定支弁職員 2 　 9,760 　 5,264 15,024 2,944 17,968 

(    )
資本勘定支弁職員 0 　 0 　 0 0 0 0 

(  1  )
合 計 2 　 9,760 　 5,264 15,024 2,944 17,968 

(  1  )
損益勘定支弁職員 2 　 9,284 　 5,022 14,306 2,753 17,059 

(    )
資本勘定支弁職員 0 　 0 　 0 0 0 0 

(  1  )
合 計 2 　 9,284 　 5,022 14,306 2,753 17,059 

(    )
損益勘定支弁職員 0 　 476 　 242 718 191 909 

(    )
資本勘定支弁職員 0 　 0 　 0 0 0 0 

(    )
合 計 0 　 476 　 242 718 191 909 

（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区分
管 理 職
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

退 職
手 当

児 童
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 258 188 190 4,090 187 0 351 

前年度 0 0 161 0 4,678 183 0 0 

比　較 0 258 27 190 △588 4 0 351 

給 与 費 明 細 書

職 員 数 給 与 費
区分

手
当
の
内
訳

本
年
度

前
年
度

比
　
較
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ア　会計年度任用職員以外の職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 法定福利費 合 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(    )
損益勘定支弁職員 2 7,892 4,462 12,354 2,540 14,894 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(    )
合 計 2 7,892 4,462 12,354 2,540 14,894 

(    )
損益勘定支弁職員 2 7,647 4,322 11,969 2,421 14,390 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(    )
合 計 2 7,647 4,322 11,969 2,421 14,390 

(    )
損益勘定支弁職員 0 245 140 385 119 504 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(    )
合 計 0 245 140 385 119 504 

（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区分
管 理 職
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

退 職
手 当

児 童
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 258 102 190 3,374 187 0 351 

前年度 0 0 75 0 4,064 183 0 0 

比　較 0 258 27 190 △690 4 0 351 

職 員 数 給 与 費
区分

手
当
の
内
訳

本
年
度

前
年
度

比
　
較
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イ　会計年度任用職員

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計 法定福利費 合 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(  1  )
損益勘定支弁職員 0 1,868 802 2,670 404 3,074 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(  1  )
合 計 0 1,868 802 2,670 404 3,074 

(  1  )
損益勘定支弁職員 0 1,637 700 2,337 332 2,669 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(  1  )
合 計 0 1,637 700 2,337 332 2,669 

(    )
損益勘定支弁職員 0 231 102 333 72 405 

(    )
資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 

(    )
合 計 0 231 102 333 72 405 

（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区分
通 勤
手 当

期 末 及 び
勤 勉 手 当

（千円） （千円）

本年度 86 716 

前年度 86 614 

比　較 0 102 

職 員 数 給 与 費
区分

手
当
の
内
訳

本
年
度

前
年
度

比
　
較
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２．給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

増　減　額
(千円)

給与改定の状況

給与改定の実施時期　

平均昇給率　 100.0 ％

昇給者数　　 　 　 2 名

137 千円

期末及び勤勉手当 千円

管理職手当  千円

扶養手当 258 千円

通勤手当 27 千円

住居手当 190 千円

期末及び勤勉手当 △690 千円

時間外勤務手当 4 千円

退職手当  千円

児童手当 351 千円

140 

給　料 245 

手　当 140 

その他の増減分

昇給に伴う増減分 108 

その他の増減分 137 

制度改正に伴う増減分

区　　分 説　　　　　　　　　明 備　　　      考

給与改定に伴う増減分

増減事由別内訳
(千円)

異動に伴う増減
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　（１）職員１人当たり給与

　（２）初　　任　　給

高　校　卒 188,000

大　学　卒 220,000

一般行政職（円）

188,000

220,000

令和７年２月１日現在

令和６年２月１日現在

区　　分 下水道企業職（円）

平均給与月額(円) 329,375

平  均  年  齢(歳) 43.50

一　般　会　計　の　制　度

平均給与月額(円) 374,167

平  均  年  齢(歳) 35.50

平均給料月額(円) 318,625

３．給料及び手当の状況

区　　　　　　　　　　　分 下水道企業職

平均給料月額(円) 328,833
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　（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

1 50.0%
令和７年２月１日現在 (    ) (0.0%)

1 50.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

2 100.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

1 50.0%
令和６年２月１日現在 (    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

1 50.0%
(    ) (0.0%)

0.0%
(    ) (0.0%)

2 100.0%
（　）内には、短時間勤務職員について外書き。

　（級別の基準となる職務）

計

２級

３級

４級

５級

６級

４級

５級

６級

計

１級

下水道企業職
区分

１級

２級

３級
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合　　　　計 下水道企業職

職 員 数 （Ａ）（人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 2 2

２号給（人）

４号給（人） 2 2

６号給（人）

８号給（人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ）（人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 2 2

２号給（人）

４号給（人） 2 2

６号給（人）

８号給（人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

　（５）特殊勤務手当

代 表 的 な 職 種
－

－ －

－ －

－ －

－ －代表的な特殊勤務手当の名称

号給数別内訳

号給数別内訳

区　　　　　　　　分 全　　　職　　　種

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

　（４）昇給

区　　　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和７年２月１日現在）
支給対象職員1人当たり

平均支給月額（円）
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支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

本     年     度
（  1.20  ）

2.30
（  1.20  ）

2.30
（  2.40  ）

4.60

前     年     度
（  1.175  ）

2.250
（  1.175  ）

2.250
（  2.35  ）

4.50

一般会計の制度
（  1.20  ）

2.30
（  1.20  ）

2.30
（  2.40  ）

4.60

（　）内には、再任用職員について外書き。

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職特例措置

(２％～４５％加算)

一 般 会 計 の 制 度 定年前早期退職特例措置

（ 支 給 率 等 ） (２％～４５％加算)

その他の経過措置

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　　　分

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　(６)期末及び勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率

３級５％加算、４級５級７％加算、６級１０％加算

３級５％加算、４級５級７％加算、６級１０％加算

３級５％加算、４級５級７％加算、６級１０％加算

区　　　分 職制上の段階・職務の級等による加算措置
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区　　　　分 備                       考

扶  養  手  当

地  域  手  当

住  居  手  当

通  勤  手  当

－

同

同

  （８）その他の手当

一般会計の制度との異同 差    異    の    内    容

同
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債務負担行為に関する調書 

（単位：千円） 

事      項 限 度 額 

前年度末までの支払 

義務発生（見込）額 

当該年度以降の支 

払義務発生予定額 
左の財源内訳 

期    間 金  額 期    間 金  額 国庫支出金 企 業 債 一般財源 

串間中央浄化センター施設

維持管理業務委託費 
59,316 令和６年度 19,162 

令和７年度から 

令和８年度まで 
38,324   38,324 

平地区農業集落排水処理施

設維持管理業務委託費 
15,486 令和６年度 4,972 

令和７年度から 

令和８年度まで 
9,944   9,944 

築島地区漁業集落排水処理

施設維持管理業務委託費 
3,066 令和６年度 979 

令和７年度から 

令和８年度まで 
1,958   1,958 
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１．固定資産 ３．固定負債
　(1) 有形固定資産 　(1) 企業債
　 　イ 土地 67,405 　　 イ 建設改良企業債 439,447
　 　ロ 建物 115,421 439,447
　　　　減価償却累計額 4,036 111,385 ４．流動負債
　 　ハ 構築物 2,042,018 　(1) 一時借入金 0
　　　　減価償却累計額 65,938 1,976,080 　(2) 企業債
　 　ニ 機械及び装置 70,998 　　 イ 建設改良企業債 62,594
　    　減価償却累計額 5,031 65,967 　(3) 未払金 7,175
   　ホ 車両運搬具 57 　(4) 引当金
      　減価償却累計額 0 57    　イ 賞与引当金 1,368 1,368
   　ヘ 工具器具及び備品 253 　(5) 預り金 0
      　減価償却累計額 37 216 　(6) その他流動負債 0
   　ト 建設仮勘定 0 　　　　　流動負債合計 71,137

　　　　　有形固定資産合計 2,221,110 ５．繰延収益
　(1) 長期前受金 1,184,313
　　　収益化累計額 39,580

　(2) 無形固定資産 0 　　　　　繰延収益合計 1,144,733
　　　　　負債合計 1,655,317

　(3) 投資
     イ 出資金 144
   　ロ その他投資 0 ６．資本金
　　　　　投資合計 144 　(1) 資本金 542,023
　　　　　固定資産合計 2,221,254 　　　　　資本金合計 542,023

７．剰余金
　(1) 資本剰余金

２．流動資産 　　 イ 国庫補助金 32,075
  (1) 現金・預金 11,030 　　 ロ 県補助金 245
  (2) 未収金 4,761 　　 ハ 受贈 2,410 34,730
 　　 貸倒引当金 △ 14 4,747 　(2) 利益剰余金
  (3) 貯蔵品 0    　イ 当年度未処分利益剰余金 4,961
  (4) 前払金 0    　ロ その他未処分利益剰余金変動額 0
  (5) その他流動資産 0 　　　　　剰余金合計 39,691
　　　　　流動資産合計 15,777 　　　　　資本合計 581,714

　　　　　資産合計 2,237,031 　　　　　負債資本合計 2,237,031

資　本　の　部

令和６年度 串間市下水道事業会計 予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

（単位:千円）
資　産　の　部 負　債　の　部
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１．固定資産 ３．固定負債
　(1) 有形固定資産 　(1) 企業債
　 　イ 土地 67,405 　　 イ 建設改良企業債 380,038
　 　ロ 建物 115,421 　(2) 他会計借入金
　　　　減価償却累計額 8,071 107,350    　イ 建設改良長期借入金 1,240
　 　ハ 構築物 2,042,690 381,278
　　　　減価償却累計額 131,886 1,910,804 ４．流動負債
　 　ニ 機械及び装置 81,937 　(1) 一時借入金 0
　    　減価償却累計額 10,203 71,734 　(2) 企業債
   　ホ 車両運搬具 57 　　 イ 建設改良企業債 59,409
      　減価償却累計額 0 57 　(3) 他会計借入金
   　ヘ 工具器具及び備品 5,163    　イ 建設改良長期借入金 620
      　減価償却累計額 75 5,088 　(4) 未払金 7,210
   　ト 建設仮勘定 0 　(5) 引当金

   　イ 賞与引当金 1,368 1,368
　　　　　有形固定資産合計 2,162,438 　(6) 預り金 0

　(7) その他流動負債 0
　　　　　流動負債合計 68,607

　(2) 無形固定資産 0
５．繰延収益
　(1) 長期前受金 1,184,313

　(3) 投資 　　　収益化累計額 79,165
     イ 出資金 144 　　　　　繰延収益合計 1,105,148
   　ロ その他投資 0 　　　　　負債合計 1,555,033
　　　　　投資合計 144
　　　　　固定資産合計 2,162,582

資　本　の　部
６．資本金
　(1) 資本金 587,099
　　　　　資本金合計 587,099

２．流動資産 ７．剰余金
  (1) 現金・預金 11,379 　(1) 資本剰余金
  (2) 未収金 4,875 　　 イ 国庫補助金 32,075
 　　 貸倒引当金 △ 25 4,850 　　 ロ 県補助金 245
  (3) 貯蔵品 0 　　 ハ 受贈 2,410 34,730
  (4) 前払金 0 　(2) 利益剰余金
  (5) その他流動資産 0    　イ 当年度未処分利益剰余金 1,949
　　　　　流動資産合計 16,229    　ロ その他未処分利益剰余金変動額 0

　　　　　剰余金合計 36,679
　　　　　資本合計 623,778

　　　　　資産合計 2,178,811 　　　　　負債資本合計 2,178,811

令和７年度 串間市下水道事業会計 予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（単位:千円）
資　産　の　部 負　債　の　部
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

   令和６年度より地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。 

  １ 固定資産の減価償却方法 

   (１)有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     建物        18年～50年 

     構築物       10年～50年 

     機械及び装置    ７年～35年 

     工具器具及び備品  ５年 

     車両運搬具     ４年 

  ２ 引当金の計上方法 

   (１)退職給付引当金 

     職員の退職手当は、一般会計への退職手当基金負担金として支出しているため、退職給付引当金としては計上していない。 

   (２)賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   (３)法定福利費引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。 

   (４)貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を算定し計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 
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 Ⅱ．予定貸借対照表関連 

   後年度において他会計が負担する企業債の償還に関する事項 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は、439,447千円である。 

 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

   報告セグメントの概要 

    串間市下水道事業では、公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとして予定している。 
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